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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社 ６社

㈱日本機械製作所、豊楽興産㈱、TAIHEI ALLTECH CONSTRUCTION(PHIL.),INC.、
PT. Taihei Dengyo Indonesia、㈱古田工業所、富士アイテック㈱

(2) 非連結子会社 ３社
㈱太平ティアンドアイ、太平エンジニアリングサービス㈱、THAI TAIHEI CO.,LTD.

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし
ていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
非連結子会社および関連会社に関する投資については、小規模子会社を除き、持分法を適用して

おります。
(1) 持分法適用会社数

関連会社 １社
(2) 持分法適用の関連会社名

東京動力㈱
(3) 持分法非適用の非連結子会社名

㈱太平ティアンドアイ、太平エンジニアリングサービス㈱、THAI TAIHEI CO.,LTD.
(4) 持分法を適用しない理由

上記の持分法非適用の非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰
余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が無いため、持
分法の適用から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社であるTAIHEI ALLTECH CONSTRUCTION(PHIL.),INC.およびPT.TaiheiDengyoIndonesia

の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては同決算日現在の計算書類を使用
しております。

ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行うことと
しております。

4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
(市場価格のない株式等以外のもの)
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）
(市場価格のない株式等)
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法
材料貯蔵品 先入先出法
なお、評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採

用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産及び賃貸不動産

(リース資産を除く)
当社および国内連結子会社は定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は定額
法）を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の資産につ
いては、３年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産
(リース資産を除く)
定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の

負担額を計上しております。
③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。
④ 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事に対する将来の
見積補償額に基づいて計上しております。

⑤ 工事損失引当金
受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末の未引渡工事のうち、損失が発生すると

見込まれ、かつ当連結会計年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事につ
いて、翌連結会計年度以降の損失見積額を計上しております。

⑥ 役員株式給付引当金
役員報酬BIP信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に割

り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。
⑦ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) 重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産および負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益および費用はその期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資
産の部における「為替換算調整勘定」および「非支配株主持分」に含めて計上しております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準
売上高の計上基準

顧客との契約について、次の５つのステップアプローチに基づき、約束した財またはサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。
当社は各種プラント設備の建設工事および補修工事を主な事業内容としており、国内および

海外のプラント機器メーカー、電力会社を主要な顧客としております。
取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から算定しております。

なお、取引の対価は、履行義務を充足した時点から概ね１年以内に受領しており、重要な変動
対価、重大な金融要素は含んでおりません。

工事請負契約は、当社の履行が他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社が現在までに完
了した履行に対する支払いを受ける強制可能な権利を有していることから、一定の期間にわた
り充足される履行義務であります。

一定の期間にわたり充足される履行義務の収益は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、
当該進捗度に基づき一定の期間にわたり認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗
度の見積りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）によっておりま
す。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を
回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

契約における取引開始日から、完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご
く短い工事契約は、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

(7) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
繰延資産の処理方法
社債発行費
支出時に全額費用処理しております。

資産に係る控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税および地方消費税は、主として個々の資産の取得原価に算入し

ております。
匿名組合出資金の会計処理

組合契約に規定されている決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎として、持分
相当額を純額で営業外損益に計上するとともに匿名組合出資金を加減しております。
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会計方針の変更に関する注記

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以
下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準
適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会
計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、これによる連結計算書類に与える影響
はありません。

表示方法の変更に関する注記

連結損益計算書関係
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」

は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。

会計上の見積りに関する注記

一定の期間にわたり充足される履行義務による完成工事高及び工事損失引当金
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当連結会計年度

一定の期間にわたり充足される履行義務による完成工事高

工事損失引当金

64,316

685

(2) 一定の期間にわたり充足される履行義務による完成工事高及び工事損失引当金の計上方法
当社グループは、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進

捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合

（インプット法）によっております。工事進捗度を算出するにあたり採用した工事原価総額は、工
事の進捗等により変更が必要となることがあるため、適時見積りの見直しを行っております。また
将来の発生が見込まれる、一定の要件を満たす特定の費用または損失については工事損失引当金を
計上しております。

なお、当該見積りは当連結会計年度末時点において合理的に認識できる施工仕様等を加味した最
善の見積りであるものの、将来の施工環境の変化や契約リスクの顕在化などにより大幅な変更が必
要となった場合、翌年度の業績および計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがあります。
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追加情報

取締役向け業績連動型株式報酬制度の導入
当社は、2017年度より、取締役（社外取締役を除く）の報酬と当社の業績および株式価値との連

動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的と
して、「取締役向け業績連動型株式報酬制度」を導入し、2020年度に３年間延長しております。
(1) 取引の概要

本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「BIP信託」といいます。）と
称される仕組みを採用いたします。BIP信託とは、米国の業績連動型株式報酬 (Performance
Share）制度および譲渡制限付株式（Restricted Stock）制度を参考にした役員に対するインセ
ンティブ・プランであります。当社は、取締役の退任後に、BIP信託により取得した当社株式お
よび当社株式の換価処分金相当額の金銭を業績目標の達成度に応じて、交付および給付します。

なお、信託内にある当社株式については、経営への中立性を確保するため、信託期間中、議決
権を行使しないものとしております。

(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の当連結会計年度末の帳簿価額および株式
数は、174百万円、69千株であります。

連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額 24,693百万円
減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

2. 担保資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

建 物 1,325百万円

土 地 2,686百万円
賃 貸 不 動 産 4,927百万円

(2) 担保に係る債務
長 期 借 入 金 10,223百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株 式 数 ( 株 )

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 ( 株 )

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度末
株 式 数 ( 株 )

普通株式 20,341,980 ‐ ‐ 20,341,980

2. 剰余金の配当に関する事項
(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配 当 金 の 総 額

（百万円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年２月10日
取締役会

普通株式 1,909 100 2022年３月31日 2022年６月30日

(注) 配当金（基準日2022年３月31日）の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口）
が保有する当社株式（自己株式）に対する配当金９百万円が含まれております。

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2023年５月11日
取締役会

普通株式 2,291 利益剰余金 120 2023年３月31日 2023年６月30日

(注) 配当金（基準日2023年３月31日）の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口）
が保有する当社株式（自己株式）に対する配当金８百万円が含まれております。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を主とし、また、資金調達については主
に銀行借入および社債（私募債）による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、完成工事未収入金および電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。当該リスクに関しては、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社に準じて、同様の管理を行ってお
ります。

有価証券および投資有価証券は、主に取引先との開係の強化に関連する株式であり、市場価格
の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

営業債務である支払手形、工事未払金および電子記録債務は、１年以内の期日のものでありま
す。営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、各部署からの報告に基づき経理部が適時
に資金繰計画を作成するなどの方法で管理しております。連結子会社についても、当社に準じ
て、同様の管理を行っております。また、資金の流動性を確保するため、シンジケート銀行団と
コミットメントライン契約を締結し流動性リスクに備えております。

社債（私募債）は、主に経営安定化を図るための資金調達であります。長期借入金は、主に設
備投資を目的とした金融機関からの借入であり、償還日は決算日後、最長で10年後であります。

一部の社債（私募債）および長期借入金については、変動金利であるため、金利の変動リスク
に晒されておりますが、金利動向を随時把握し適切に管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお

りであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1)受取手形・完成工事未収入金 26,156 26,150 △6

(2)電子記録債権 1,792 1,792 △0

(3)投資有価証券 10,076 10,076 ‐

(4)長期性預金 317 309 △7

資産計 38,342 38,328 △13

(1)支払手形・工事未払金 9,879 9,879 △0

(2)電子記録債務 8,916 8,913 △3

(3)社債 5,000 5,000 ‐

(4)長期借入金 10,223 10,156 △66

負債計 34,019 33,949 △69

(注) 1. 現金預金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しておりま
す。

2. 市場価格のない株式等は、(3)投資有価証券には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は
次のとおりであります。

（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 1,423

3. 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略
しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度275百万円であります。

4. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金預金 48,944 ‐ ‐ ‐

受取手形・完成工事未収入金 26,156 ‐ ‐ ‐

電子記録債権 1,792 ‐ ‐ ‐

長期性預金 ‐ 317 ‐ ‐

合計 76,893 317 ‐ ‐

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、次の３つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 10,076 ‐ ‐ 10,076

資産計 10,076 ‐ ‐ 10,076

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形・完成工事未収入金 ‐ 26,150 ‐ 26,150

電子記録債権 ‐ 1,792 ‐ 1,792

長期性預金 ‐ 309 ‐ 309

資産計 ‐ 28,252 ‐ 28,252

支払手形・工事未払金 ‐ 9,879 ‐ 9,879

電子記録債務 ‐ 8,913 ‐ 8,913

社債 ‐ 5,000 ‐ 5,000

長期借入金 ‐ 10,156 ‐ 10,156

負債計 ‐ 33,949 ‐ 33,949

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は取引所の価格によって評価しております。上場株式および国債は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

受取手形・完成工事未収入金、電子記録債権
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用リスクを加味した

利率により割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期性預金
これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規預入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。

支払手形・工事未払金、電子記録債務
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、支払期日までの期

間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。

社債
元利金の合計額を同様の社債(私募債)を発行した場合に想定される利率で割り引いて算定しております。社債

の公正価値は、市場価格があるものの活発な市場で取引されているわけではないため、レベル２の時価に分類し
ております。

長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額とほぼ等しいことか

ら当該帳簿価額によっております。レベル２の時価に分類しております。固定金利によるものの時価は、元利金
を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値を時価としており、レベル２の時価に
分類しております。
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収益認識に関する注記

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

報告セグメント
合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高

一時点で移転される財 11,223 50,233 61,457

一定の期間にわたり移転される財 32,983 31,333 64,316

顧客との契約から生じる収益 44,207 81,566 125,774

外部顧客への売上高 44,207 81,566 125,774

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表 連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等「4. 会計方針に関する事項 (6) 重要な収益及び費用の計上基準」に
注記しておりますので、記載を省略しております。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 24,975

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 26,100

契約資産（期首残高） 23,718

契約資産（期末残高） 16,388

契約負債（期首残高） 6,009

契約負債（期末残高） 7,988

契約資産は、主に各種プラント設備の建設工事および補修工事における工事請負契約において、
報告期間の期末日時点での進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る対価のうち、未請求のもの
であります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件な状態になった時点で債権に振り替え
られます。

契約負債は、主に、工事請負契約における顧客からの未成工事受入金であります。契約負債は、
収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
2,855百万円であります。

当連結会計年度において、契約資産が7,329百万円減少した主な理由は、一定の期間にわたり充
足される履行義務の収益の対価の回収によるものであります。また、当連結会計年度において、契
約負債が1,979百万円増加した主な理由は、大型建設工事の前渡金によるものであります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
未充足（または部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において91,053百万円であり

ます。当該履行義務は、工事請負契約に係るものであり、工事の進捗に応じて主として５年以内に
収益として認識されると見込んでおります。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 4,637円04銭
2. １株当たり当期純利益 558円41銭
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法
(2) その他有価証券

(市場価格のない株式等以外のもの)
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
(市場価格のない株式等)
移動平均法に基づく原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 未成工事支出金

個別法
(2) 材料貯蔵品

先入先出法
なお、評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用し

ております。

3. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産及び賃貸不動産

(リース資産を除く)
定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は定額法）を採用しております。なお、耐用年
数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただ
し、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用して
おります。

(2) 無形固定資産
(リース資産を除く)
定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。
(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。
(4) 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事に対する将来の見積補償
額に基づいて計上しております。
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(5) 工事損失引当金
受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失が発生すると見込ま

れ、かつ当事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌事業年
度以降の損失見積額を計上しております。

(6) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理
しております。未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱い
が連結貸借対照表と異なります。

(7) 役員株式給付引当金
役員報酬BIP信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に与えら

れたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

5. 重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

6. 売上高の計上基準
顧客との契約について、次の５つのステップアプローチに基づき、約束した財またはサービスの

支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。
当社は各種プラント設備の建設工事および補修工事を主な事業内容としており、国内および海外

のプラント機器メーカー、電力会社を主要な顧客としております。取引価格の算定については、顧
客との契約において約束された対価から算定しております。

なお、取引の対価は、履行義務を充足した時点から概ね１年以内に受領しており、重要な変動対
価、重大な金融要素は含んでおりません。

工事請負契約は、当社の履行が他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社が現在までに完了し
た履行に対する支払いを受ける強制可能な権利を有していることから、一定の期間にわたり充足さ
れる履行義務であります。

一定の期間にわたり充足される履行義務の収益は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該
進捗度に基づき一定の期間にわたり認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積
りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）によっております。また、履
行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見
込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

契約における取引開始日から、完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短
い工事契約は、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

7. その他計算書類の作成のための重要な事項
繰延資産の処理方法
社債発行費
支出時に全額費用処理しております。

資産に係る控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税および地方消費税は、主として個々の資産の取得原価に算入して

おります。
匿名組合出資金の会計処理
組合契約に規定されている決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎として、持分相

当額を純額で営業外損益に計上するとともに匿名組合出資金を加減しております。
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会計方針の変更に関する注記

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以
下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用
指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方
針を将来にわたって適用することとしております。なお、これによる計算書類に与える影響はありま
せん。

表示方法の変更に関する注記

損益計算書関係
前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」は、

重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することといたしました。

会計上の見積りに関する注記

一定の期間にわたり充足される履行義務による完成工事高及び工事損失引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当事業年度

一定の期間にわたり充足される履行義務による完成工事高

工事損失引当金

63,236

685

(2) 一定の期間にわたり充足される履行義務による完成工事高及び工事損失引当金の計上方法
連結注記表 会計上の見積りに関する注記「一定の期間にわたり充足される履行義務による完成

工事高及び工事損失引当金」に注記しておりますので、記載を省略しております。
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追加情報

取締役向け業績連動型株式報酬制度の導入
連結注記表 追加情報「取締役向け業績連動型株式報酬制度の導入」に注記しておりますので、

記載を省略しております。

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額 23,803百万円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

2. 関係会社に対する短期金銭債権 336百万円

関係会社に対する長期金銭債権 1,996百万円
3. 関係会社に対する短期金銭債務 1,776百万円
4. 担保資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

建 物 1,268百万円
土 地 1,930百万円
賃 貸 不 動 産 4,927百万円

(2) 担保に係る債務
長 期 借 入 金 10,203百万円

5. 担保債務及び手形遡求債務等
子会社の工事請負に係る金融機関の工事契約履行保証に対し、債務保証を行っております。

TAIHEI ALLTECH CONSTRUCTION（PHIL.）,INC. 48百万円

損益計算書に関する注記

1. 関係会社に対する売上高 ５百万円
2. 関係会社からの仕入高 8,966百万円
3. 関係会社との営業取引以外の取引高 38百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,312,658株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、投資有価証券評価損等であり (評価性引当額
は834百万円)、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。
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収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表 重要な会計方針に係る事項に関する注記

「6. 売上高の計上基準」に注記しておりますので、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 4,515円90銭
2. １株当たり当期純利益 535円69銭

― 15 ―

2023年05月31日 16時56分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


